
 

 

 

 

 

 

 

2023 年 3 月 29 日 

KDDI 株式会社 

株式会社ワイヤ・アンド・ワイヤレス 

 

 
 

 

 

 

KDDI 株式会社（本社:東京都千代田区、代表取締役社長:髙橋 誠、以下 KDDI）と株式会社ワイヤ・アン

ド・ワイヤレス（本社:東京都中央区、代表取締役社長:向吉 智樹、以下 Wi2）は、Wireless Broadband 

Alliance (WBA)(注 1)が推進する国際的な無線 LAN ローミング基盤 OpenRoaming(注 2)に対応したフリーWi-Fi

構築用プラットフォーム（以下 本プラットフォーム）を開発し、2023 年 4 月 1 日から自治体などへ提供開始します。

また両社は、OpenRoaming を用いた「TOKYO FREE Wi-Fi」(https://wi-fi.metro.tokyo.lg.jp/)のサービス

環境開発・運営を東京都から受託し、2023 年 3 月 31 日から運用を開始します。 

本プラットフォームは、フリーWi-Fi を提供するための基盤システムで、高セキュリティかつ利便性の高いフリーWi-Fi 環

境を実現します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜東京都における OpenRoaming の活用イメージ＞ 

 

今後海外との出入国増加が想定される中、旅行者が簡単に通信環境を確保する手段としてフリーWi-Fi が求められ

ています。一方で従来のフリーWi-Fi は、端末とアクセスポイントの間が暗号化されていないことが多く、なりすましのアクセ

スポイントへの接続の抑制が困難などといったセキュリティ上の課題がありました。 

 

 本プラットフォームにより、お客さまはエリアに掲示された QR コードやアプリなどから 1 度登録するだけで、

OpenRoaming に対応している国内外のフリーWi-Fi へ安全に自動接続することが可能となります。これにより、Wi-Fi

スポットでの登録が不要となるほか、なりすましのアクセスポイントで個人情報を盗まれるなどのリスクを軽減します。 

 

安全に使える OpenRoaming 対応の公衆 Wi-Fi 基盤を提供 

~ 地域住民や国内外の旅行者向けに国際標準の安全な Wi-Fi 接続環境を実現 ~ 

 

 

 

https://wi-fi.metro.tokyo.lg.jp/


 

■本プラットフォームの試験運用実績 

1．東京マラソン 2023 

2023 年 3 月 5 日に開催された東京マラソン 2023 の事前受付カウンター、スタート地点のゲート付近にて、本プラ

ットフォームを活用した OpenRoaming による Wi-Fi の試験運用を実施しました。海外から来訪されたランナーから、

「簡単に Wi-Fi に接続し、アプリによる本人確認をすることができた」という声をいただきました。 

一部のスポットでは、回線混雑時の安定的な Wi-Fi 提供に向けて、衛星通信 Starlink および 5G SA によるネット

ワークスライシングを活用する実証を行い、混雑した環境下において無線通信の容量確保が可能になることを確認しま

した。 

 

KDDI は東京マラソン 2023 のサポーティングパートナーです。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜東京マラソン 2023 OpenRoaming の Wi-Fi 実証構成図＞ 

 
2．新宿中央公園 

2023 年 3 月 1 日から 2023 年 3 月 14 日まで、新宿中央公園の「眺望のもり」に設置された屋外テントのワーク

スペース内で試験運用を実施しました。その結果、ご利用されたお客さまからは「自宅や勤務先のように簡単・安全に

Wi-Fi に繋がるため、便利で安心できる」という声をいただきました。 

 

 

 

■本プラットフォームの特長 
1. 安全で高速なフリーWi-Fi の実現 

アクセスポイントの正当性を電子証明書で検証する仕組みを備え、偽物が設置された場合も、利用者が接続してし

まうのを未然に防ぐことができます。あわせて、無線通信区間を利用者毎に異なるキーで暗号化し、盗聴を防ぎます。ま

た、2022 年 9 月より国内で運用可能となった 6GHz 帯(Wi-Fi6E)に対応し、最大 2.4Gbps の通信速度を実現す

るなど、より快適な Wi-Fi 環境の実現に向けた取り組みを行います。（注 3） 

 

2. 多様な OS・言語のサポート 

主要な OS（iOS、Android、Windows、macOS)に対応し、分かりやすいガイダンスを備えた初期設定システムを

提供します。日本語に加え、英語、中国語（簡体字）、中国語（繁体字）、韓国語の各言語による利用登録手順

を提供します。電話・メールによるお客さまサポート窓口（日本語、英語対応)を開設し、新しい技術を用いた安全な



 

Wi-Fi サービスを簡単にご利用いただけます。また、この初期設定システムは自治体のアプリや公式 SNS アカウントなど

との連携に対応し、各種媒体に Wi-Fi 接続機能を統合することが可能です。 

 

3. 外部サービス連携の拡大 

OpenRoaming に対応したさまざまな外部サービスからも接続することが可能です。一部のスマートフォンでは標準で

接続機能を搭載するほか、OpenRoaming 対応アプリなどからも利用することが可能になります。また、教育・研究機

関向けの認証基盤である eduroam（注 4）にも対応し、国内で約 300 の参加機関に所属する学生・教職員が利

用している認証情報でも接続することができます。 

これらのサービスを含む、アクセスポイントへの接続は、自動的に集積・データ化される仕組みを備え、設置場所毎の

利用状況の可視化・需要分析に対応します。 

 

４．自治体サービスとの連携 

自治体が提供する防災アプリなどの各種サービスと連携することで、新たな専用アプリをインストールすることなくフリー

Wi-Fi が利用可能です。災害時や観光の際にも簡単に Wi-Fi へ接続でき、非常時にも通信手段の確保が可能となり

ます。従来のフリーWi-Fi 同様に、地域ブランドなど独自名称にカスタマイズして展開可能です。 

 
両社は、本プラットフォームの提供を通じて、災害に備えた地域の通信手段確保、国内外から訪れる旅行者への情

報提供、デジタルデバイド解消といった、国内各地における地域課題解決を支援していきます。また、光回線、5G、衛

星をはじめとする KDDI グループの多様なアクセス回線との組み合わせによって、サステナブルな地域ネットワークを実現し

ていきます。 

 

 

 

（参考） 

■Wi-Fi インフラの価値を高める取り組み 
両社が共同提供している「au Wi-Fi アクセス」に AppStore、GooglePlay で配信される国内開発日本語対応ア

プリとして初の OpenRoaming 対応アップデートを 2023 年 3 月から提供開始しています。国内外のより多くのエリア

で安全な Wi-Fi 接続を実現するとともに、設置場所の位置情報を活用したリアルタイムの情報配信機能により、Wi-Fi

スポットにあわせた情報提供を行います。 

また、250 万を超える利用者さまの OpenRoaming 接続状況やエリア間の流動状況の統計化により、自治体にお

ける DX・データ活用の取り組みへ Wi-Fi アクセスポイントを活用できる基盤を実現していきます。 

 
（注 1）グローバル規模で運営される、通信事業者など公衆無線 LAN サービス関連事業者の業界団体です。 

（注 2）公衆無線 LAN サービス関連事業者の業界団体である Wireless Broadband Alliance (WBA)とその参加企業が共同開発した

国際的な無線 LAN ローミング基盤です。無線 LAN 製品の普及促進を図ることを目的とした業界団体 Wi-Fi Alliance により策定さ

れた Passpoint(ESSID に依存せずに安全なネットワークの探知と接続を実現するためのプロトコル)を基にしており、1 つのアカウントで

世界中の公衆無線 LAN へ接続できる環境の実現を目指してグローバル規模の普及活動が行われています。 

日本国内では 2018 年より東北大学が中心になり、日本におけるローミング基盤 Cityroam を立ち上げ、WBA のメンバーとして認証

ハブを構築・運用しています。本プラットフォームは同じく WBA に加盟する Wi2 が Cityroam と連携して構築を行っています。 

（注 3）東京都から受託する事業では、初期の対応エリアの一部で提供します。 

（注 4）eduroam (エデュローム) は，欧州で開発された学術無線 LAN ローミング基盤です。世界 106 カ国・地域で，キャン パス無線

LAN をローミングするための仕組みとしてデファクト・スタンダードになっています。国内では 2006 年に国立情報学研究所(NII)により日

本に導入され、「eduroam JP」の名称で主に大学などのキャンパス無線 LAN を相互に利用するために活用されています。 

 

※「Wi-Fi」「Passpoint」は、Wi-Fi Alliance の登録商標です。 

※Android、Google Play は、Google LLC の商標です。 



 

※App Store は Apple Inc.のサービスマークです。Mac OS は、米国および他の国々で登録された Apple Inc.の商標です 

※「Windows®」は、Microsoft Corporation の登録商標です。 

※その他、記載されている会社名・団体名、システム名、製品名は一般に各社・各団体の登録商標または商標です。 
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